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 「文化財」という用語が一般化したのは、1950（昭和25）年 5 月の文化財保護法の制定からと
考えられている
（注3）。 
 その文化財保護法は第二次世界大戦以前に制定された国宝保存法（昭和 4 年 3 月制定）・重要美



























  第二条 この法律で「文化財」とは、左に掲げるものをいう。 
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   一 建造物、絵画、彫刻、工芸品、書跡、筆跡、典籍、古文書、民俗資料その他の有形の文
化的所産でわが国にとって歴史上又は芸術上価値の高いもの及び考古資料（以下「有形文
化財」という。） 
   二 演劇、音楽、工芸技術その他の無形の文化的所産でわが国にとって歴史上又は芸術上価
値の高いもの（以下「無形文化財」という。） 























  第二条 この法律で「文化財」とは、次に掲げるものをいう。 




   二 演劇、音楽、工芸技術その他の無形の文化的所産で我が国にとつて歴史上又は芸術上価
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値の高いもの（以下「無形文化財」という。） 
   三 衣食住、生業、信仰、年中行事等に関する風俗慣習、民俗芸能、民俗技術及びこれらに
用いられる衣服、器具、家屋その他の物件で我が国民の生活の推移の理解のため欠くこと
のできないもの（以下「民俗文化財」という。） 





   五 地域における人々の生活又は生業及び当該地域の風土により形成された景観地で我が国
民の生活又は生業の理解のため欠くことのできないもの（以下「文化的景観」という。） 


















  第二条 この条例で東京都文化財（以下「都文化財」という。）とは、現に都内に所在し、こ
の条例によって指定された次に掲げるものをいう。 
   一 建造物、絵画、彫刻、工芸品、典籍、古文書、考古学資料及びその他の有形物（これら
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を「都重宝」という。） 
   二 工芸技術、民俗芸術、郷土芸能及びその他の無形の文化的所産（これらを「都技芸」と
いう。 
   三 歴史、特に文化史上重要な事件及び人物の遺跡（これらを「都史跡」という。） 






















  第二条 この条例で「文化財」とは、次に掲げるものをいう。 




   二 演劇、音楽、工芸技術その他の無形の文化的所産で我が国にとつて歴史上又は芸術上価
値の高いもの（以下「無形文化財」という。） 
   三 衣食住、生業、信仰、年中行事等に関する風俗慣習、民俗芸能、民俗技術及びこれらに
用いられる衣服、器具、家屋その他の物件で我が国民の生活の推移の理解のため欠くこと
のできないもの（以下「民俗文化財」という。） 
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 前項で述べたように文化財保護法の大幅な改正をうけて1976（昭和51）年 7 月東京都文化財保
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  ４ 三鷹市登録無形民俗文化財 
      （ 中略 ） 
      （2）口頭伝承うち、由来、内容等において三鷹市民の生活文化を示すもの 
      （ 中略 ） 
  ５ 三鷹市登録史跡 
      （ 中略 ） 
      （3）著名な伝説地及び特に由緒ある地域の類 
      （ 中略 ） 
  ６ 三鷹市登録名勝 
      （ 中略 ） 
   （2）人々の生活に関わって形成された次のアからエまでに掲げる文化的又は歴史的環境の
うち、三鷹市民の生活の特色を示すもの 
      （ 中略 ） 

















 ところで、その文化財意識についてのアンケート調査は2007年 2 月16日、2008年 6 月8日、2008
年 9 月27日に行われた 3 回の文化財関連の講座・シンポジウムの受講者に対して実施したもので、
有効回答数は140枚であった。 
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事 項 分  類 内訳人数 
1.性別 
 
 男 性  95 名(67.9％) 
 女 性  45 名(32.1％) 
2.年齢    20 代  1 名( 0.7％) 
 30 代  1 名( 0.7％) 
 40 代  8 名( 5.7％) 
 50 代  17 名(12.1％) 
 60 代  55 名(39.3％) 
 70 代以上  52 名(37.1％) 
 (不明)  6 名(  4.3％) 
3.職業  a. 自営業  2 名(  1.4％) 
 b. 会社員  14 名(10.0％) 
 c. 団体職員  4 名( 2.9％) 
 d. 公務員  3 名(  2.1％) 
 e. 教員  0 名 
 f. 主婦  28 名(20.0％) 
 g. 無職  74 名(52.9％) 
 h. 学生  0 名 
 i. その他  12 名(  8.6％) 
 j. (不明)  3 名(  2.1％) 
4.居住地  a. 当該自治体内 111 名(79.3％) 
 b. 周辺自治体 25 名(17.8％) 
 c. (不明) 4 名( 2.8％) 
5.居住年数  a. 3 年以内 9 名(  6.4％) 
 b. 4 年～10 年以内 14 名(10.0％) 
 c. 11 年～20 年以内 9 名(  6.4％) 
 d. 20 年以上 102 名(72.9％) 
 e. (不明) 6 名(  4.3％) 
 
 
































イメージを持っているのかを示したのが第 3 表である。 
 
項   目 分   類 回答人数 
1.文化財講座の有無 a. 今回初めて 49 名(35.0％) 
b. 1～３回 36 名(25.7％) 
c. 4～6 回 25 名(17.8％) 
d. 7～9 回 4 名(  2.8％) 
e. 10 回以上 26 名(18.6％) 
2.受講の目的 a. 教養を深める 48 名(34.2％) 
b. 学問的雰囲気に触れる 22 名(15.7％) 
c. 地域の歴史・文化を知る 123 名(87.8％) 
d. 文化財保護の現状を知る 56 名(40.0％) 
e. その他 2 名( 1.4％) 
3.受講し得たものは? a. 教養として生かしていく 87 名(62.1％) 
b. 地域の問題を考えていく時の参考にする 74 名(52.8％) 
c. 何か社会のために役立てる 31 名(22.1％) 
d. 具体的に考えていない 14 名(10.0％) 
e. その他 11 名(  7.8％) 
現代福祉研究 第13号（2013. 3） 
 - 10 -
第３表 文化財に対するイメージ 
イメージ 回答人数 
ａ. 古いもの 36 名(25.7％) 
ｂ. 文化の香りがするもの 60 名(42.9％) 
ｃ. 歴史を語るもの 123 名(87.9％) 
ｄ. 宝物 39 名(27.9％) 
ｅ. 近寄りがたいもの 6 名(  4.3％) 
ｆ. 保護しなければならないもの 100 名(71.4％) 
ｇ. 老人的趣味 2 名(  1.4％) 
ｈ. 親しみやすいもの 8 名(  5.7％) 
ｉ. 身近なもの 12 名(  8.6％) 
ｊ. その他 4 名(  2.9％) 
 
 これをみていくと、文化財については回答者の 9 割近くが「歴史を語るもの」とイメージし、
意識としては、以下「保護しなければならないもの」（回答者の約 7 割）、「文化の香りがするも
















している者も 2 名（1.4％）いた（Qの回答）。また 9 名（6.4％）は「一概に順序は付けられない」
という理由などで回答を保留にしていた（Rの回答）。     
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第４表 文化財価値の優劣に対する意識 
類型 文 化 財 価 値 の 順 位 付 け 回答人数 
A. 
 
1 世界遺産, 2 国指定の文化財, 3 都道府県指定の文化財,   




1 国指定の文化財, 2 世界遺産, 3 都道府県指定の文化財, 
4 市区町村指定の文化財, 5 未指定文化財 
11 名(  7.8％) 
C. 
 
1 国指定の文化財, 2 都道府県指定の文化財, 3 世界遺産, 
4 市区町村指定の文化財, 5 未指定文化財 
 3 名(  2.1％) 
D. 
 
1 国指定の文化財, 2 都道府県指定の文化財, 




1 国指定の文化財, 2 都道府県指定の文化財, 
3 市区町村指定の文化財, 4 未指定文化財, 5 世界遺産 
 5 名(  3.5％) 
F. 
 
1 国指定の文化財, 2 世界遺産, 3 市区町村指定の文化財, 
4 都道府県指定の文化財,  5 未指定文化財 
 2 名(  1.4％) 
G. 
 
1 国指定の文化財, 2 世界遺産, 3 都道府県指定の文化財, 
4 未指定文化財, 5 市区町村指定の文化財 
 1 名(  0.7％) 
H. 
 
1 世界遺産, 2 都道府県指定の文化財, 3 国指定の文化財, 
4 市区町村指定の文化財, 5 未指定文化財 
 2 名(  1.4％) 
I. 
 
1 国指定の文化財, 2 市区町村指定の文化財, 
3 都道府県指定の文化財, 4 世界遺産, 5 未指定文化財 
 1 名(  0.7％) 
J. 
 
1 都道府県指定の文化財, 2 国指定の文化財, 3 世界遺産, 
4 市区町村指定の文化財, 5 未指定文化財 
 2 名(  1.4％) 
K. 
 
1 都道府県指定の文化財, 2 市区町村指定の文化財, 
3 国指定の文化財, 4 未指定文化財, 5 世界遺産 
 1 名(  0.7％) 
L. 
 
1 市区町村指定の文化財, 2 都道府県指定の文化財, 
3 国指定の文化財, 4 世界遺産, 5 未指定文化財 
 1 名(  0.7％) 
M. 
 
1 市区町村指定の文化財, 2 国指定の文化財, 
3 都道府県指定の文化財, 4 未指定文化財, 5 世界遺産 
 1 名(  0.7％) 
N. 
 
1 市区町村指定の文化財, 2 未指定文化財, 
3 都道府県指定の文化財, 4 国指定の文化財, 5 世界遺産 
 2 名(  1.4％) 
O. 
 
1 未指定文化財, 2 国指定の文化財, 3 都道府県指定の文化財, 
4 世界遺産, 5 市区町村指定の文化財 
 1 名(  0.7％) 
P. 
 
1 未指定文化財, 2 国指定の文化財, 3 都道府県指定の文化財, 
4 市区町村指定の文化財, 5 世界遺産 
 1 名(  0.7％) 
Q. 
 
1 未指定文化財, 2 市区町村指定の文化財, 
3 都道府県指定の文化財, 4 国指定の文化財, 5 世界遺産 
 2 名(  1.4％) 
R.  順序なし(回答保留)  9 名(  6.4％) 
S. (不明)  6 名(  4.2％) 
 
現代福祉研究 第13号（2013. 3） 
 - 12 -
 つぎに「現在の法律や条例では『文化財』という範疇では捉えられておりません」と前置きした
上で、以下、A. 自分が小さい時に遊んだ思い出の場所、B. 自分が気に入っている景観（風景）、
C. 我が家自慢の庭や生垣、D. 自分で収集したコレクション（切手、玩具、武具、古銭など）、E. 
我が家の古い写真、F. 我が家の正月行事、G. 我が家の漬物づくりなど、敢えて個人に関わる身近
な場所・モノ・行為を提示し「文化財」として捉えることに対し「違和感」の有無を聞いたところ、
第 5 表のような結果となった。 
 
第 5 表 身近な文化財への思い 
身近なモノを「文化財」と捉えることは 回答人数 
a. 違和感がある 45 名(32.1％) 
b. 少し違和感がある 48 名(34.3％) 
c. 違和感はない 26 名(18.6％) 
d. どちらともいえない 19 名(13.6％) 
e. その他 1 名(  0.7％) 
f.   (回答なし) 1 名(  0.7％) 
 
 これによると「違和感がある」「少し違和感がある」と回答した者は全体の約 7 割弱であった。
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（注 2 ）内閣府のホームページ（2013年 1 月 7 日閲覧）には「地域主権改革」への取り組みなど直
近の情報が掲載されており、地域主権改革に関する国の動向がわかる。 
（注 3 ）高木博志『近代天皇制の文化史的研究―天皇就任儀礼・年中行事・文化財』（校倉書房） 
280頁。 
（注 4 ）椎名慎太郎『精説 文化財保護法』（新日本法規出版） 32頁～39頁。 
（注 5 ）国宝保存法の第 1 条（『文化財保護関係法令集』ぎょうせい 1997年）。 
（注 6 ）重要美術品等ノ保存ニ関スル法律の第 1 条（『文化財保護関係法令集』ぎょうせい 1997
年）。また重要美術品等ノ保存ニ関スル法律施行規則（昭和 8 年 4 月施行）によると、具
体的な「認定」対象としては「一絵画 二彫刻 三建造物 四文書 五典籍 六書蹟 七
刀剣 八工芸品 九考古学資料」などとなっていた。 
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学的視点の現状」（『法政史学』第60号）を参照のこと。 












（注11）内田新「文化財保護法の改正について」（『月刊文化財』昭和50年 8 月通巻143号）。 
（注12）改正文化財保護法（文化庁文化財部監修『文化財保護関係法令集[第 2 次改訂版]』ぎょう




「都郷土資料」（同条例第 4 条）とすることが規定されていた。 
（注15）国が提示した文案に倣って東京都文化財保護条例が作成された経緯に関連して、筆者は
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2000年 3 月には「文化財保護条例案の骨子」を作成して、『21世紀を展望した文化財保護




年 3 月）。 




（注19）三鷹市文化財の指定及び登録基準（2008年 4 月 1 日施行）。 
（注20）当該基準にもとづき、三鷹市教育委員会は戦国武将の柴田勝家の兜が埋められていたとい







 〔アンケート実施日〕2007年 2 月16日 有効回答用紙24枚回収 
②三鷹市山本有三記念館ボランティア養成講座 
 〔テーマ〕「文化財の活用とまちづくり」受講生33名 
 〔アンケート実施日〕2008年 6 月 8 日 有効回答用紙30枚回収 
③川崎市文化祭2008歴史シンポジウム 
 〔テーマ〕「川崎市域の歴史を語る文化財」 
 〔アンケート実施日〕2008年 9 月27日 有効回答用紙86枚回収 
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該当するところにマル印をつけてください。         〔馬 場 憲 一〕 
 
１、あなたの性別 (  a.男性   b.女性 ) 
           年齢 (  a.10代  b.20代  c.30代  d.40代  e.50代  f.60代  g.70代以上 ) 
           職業 (  a.自営業  b.会社員  c.団体職員  d.公務員  e.教員  f.主婦  g.無職 h.学生 
          i.その他［        ］ ) 
        居住地 (      区・市・町・村      町) 
           居住年数 (          年 ) 
 
２、今までに今回のような文化財関係の教養講座をうけたことがありますか。 
   a. 今回始めて  b. 1～３回  c. 4～6回   d. 7～9回   e. 10回以上 
 
３、今回受講の目的は何ですか (複数回答可)。 
a. 教養を深める   b. 学問的雰囲気に触れる   c. 地域の歴史・文化を知る 







e. その他 (具体的に書いてください。                    ) 
 
５、文化財ガイドのボランティア活動についてどのようにお考えですか。 
a.  関心はある       b. 関心はない     c. 自分もやってみたい 
d. その他 (                                                                )     
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６、「エコミュージアム」を知っていますか。 
   a. 知らない       b. 言葉は聞いたことがある        c. 内容を知っている 
d. 行ったことがある 
 (行ったことがあるエコミュージアム名；                  ) 
 
７、「文化財」というものに、どのようなイメージをお持ちですか (複数回答可)。 
a. 古いもの   b. 文化の香りがするもの  ｃ. 歴史を語るもの  d. 宝物 
e. 近寄りがたいもの   f. 保護しなければならないもの   ｇ. 老人的趣味 
h. 親しみやすいもの    i. 身近なもの  





a. 世界遺産(    )  b. 国指定の文化財(      )  c. 都道府県指定の文化財(      )   
d. 市区町村指定の文化財(    )    e.指定されていない文化財(      )           
 

















a. 違和感がある    b. 少し違和感がある    c. 違和感はない   
d. どちらともいえない 
e. その他 (                                   )      
現代福祉研究 第13号（2013. 3） 
 - 20 -
問(2) 上記の問(1)で a、b にマル印を付けた方にうかがいます。A～G のどれに違和感を覚え、
その理由は何ですか。違和感があるものの記号を書き上げ、その理由を書いてください
(複数回答可)。 
    記号 (                                    ) 
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ての一試論－問題点の検討を通して－」（『学芸研究紀要』第10号1993年 3 月刊 東京都教
育庁文化課）、なお同拙稿はのちに拙著『地域文化政策の新視点－文化遺産保護から伝統文
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 本稿は日本文化政策学会第 2 回研究大会（2008年12月 6 日、 7 日の両日にわたり帝塚山大学で
開催）で行った研究発表「地域主権の視座に立った『文化財』概念とその保護について―自治体文
化財政策の新たな展開に向けて―」をもとに作成したものである。本研究発表に対し当日参加の会
員諸氏から貴重なご意見を賜った。記して深く謝意を表する次第である。 
